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内容 

１ 甲斐市プレミアム付デジタル商品券の２次販売について（産業創造課） 
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開会 午前１０時００分 

 

○書記（圓谷孝宏君） ご参集大変お疲れさまです。 

  ただいまより、まちづくり環境常任委員会を開会いたします。 

  本日の委員会は、初めに委員長よりご挨拶をいただきまして、委員長の進行により議事を

進めてまいりますので、よろしくお願いいたします。 

  それでは、次第の２、委員長挨拶。 

  金丸委員長、よろしくお願いいたします。 

○委員長（金丸幸司君） 改めまして、おはようございます。 

  ご参集大変お疲れさまです。 

  今日も猛暑日ということで、昨日のニュースですと、県内８か所の観測地点で猛暑日を記

録し、南部町では７月観測史上最も暑くなったなんていうふうなニュースも流れました。 

  県内では11日連続の猛暑日ということで、本日も大変暑くなることが予想されますので、

熱中症にはくれぐれも注意していただけたらなというふうに思います。 

  本日は６つの案件についてご協議をお願いするものであります。慎重審議をお願い申し上

げ、挨拶とさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

  ただいまの出席委員は７名であります。定足数に達しておりますので、これよりまちづく

り環境常任委員会を開会いたします。 

  なお、松井委員は遅刻の旨の連絡がありましたので報告いたします。 

 

──────────────────────────────────────────── 

 

○委員長（金丸幸司君） それでは、これより次第の３、内容に入ります。 

  （１）甲斐市プレミアム付デジタル商品券の２次販売についてを行います。 

  担当より説明をお願いいたします。 

  髙須産業創造課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） おはようございます。 

  産業創造課から甲斐市プレミアム付デジタル商品券の２次販売につきまして、説明をさせ

ていただきます。 

  資料の３ページをお願いいたします。 
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  まず、１、経緯といたしまして、物価高騰を受けている市民生活の下支えと地域経済の活

性化に加え、本市のデジタル化促進を図るため、令和７年２月の議会におきまして、本事業

に係る補正予算の議決をいただき、デジタル商品券の販売を行ったところであります。 

  （１）商品券の種類は、キャッシュレス決済サービスＰａｙＰａｙによるデジタル商品券。 

  （２）購入対象者は、ＰａｙＰａｙアプリにおいて本人確認を完了した12歳以上の市民。 

  （３）販売総口数は、10万口で１人最大10口までとし、（４）プレミアム率は30％、１

口5,000円の販売額でプレミアム分1,500円を加算し、6,500円のデジタル商品券。 

  （５）申込期間は６月２日から６月30日。 

  （６）抽せんにつきましては、申込みが６万127口で用意した10万口に達しなかったため、

実施をしませんでした。 

  （７）購入期間は７月１日から31日まで。 

  利用期間は、７月１日から12月25日までであります。 

  ２、２次販売の実施につきましては、今回のデジタル商品券事業に係る仕様書の中で、購

入申込数が10万口に達しない場合の対応として、２次販売を行う旨を規定しております。 

  また、初回の申込手続が未完了のため、購入できないなどの問合せを多くいただいている

ことから、２次販売を行いたいと考えております。 

  ３、２次販売のスケジュール案といたしまして、（１）販売口数は１次販売で残った分、

３万9,500口で、初回に購入された方も可能といたします。 

  （２）購入申込みは９月１日から30日までとし、（３）申込口数を超えた場合は、10月

１日に抽選を行います。 

  （４）購入期間は10月１日から11月30日まで。 

  利用期間は、デジタル商品券の購入後から初回販売と同じ、12月25日までといたします。 

  ４、周知方法につきましては、広報９月号、市ウェブサイト、市公式ＬＩＮＥ、ＰａｙＰ

ａｙ特設サイト内などで行います。 

  説明は以上となります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（金丸幸司君） 説明が終わりました。 

  これより質疑に入ります。 

  ここで、委員並びに職員各位に申し上げます。 

  質問は一問一答とし、また、質問・答弁は簡潔明瞭にしていただきますようお願い申し上

げます。 
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  それでは、質疑等がありましたらお願いいたします。 

  藤原委員。 

○委員（藤原正夫君） お疲れさまです。おはようございます。 

  10万口を用意したところ、６万口ということで、半分ちょっとしか申込みがなかったと

いうことで、当初からこの話があったときは、申込方法がスマホなりそういうことで申込み

ということで、高齢者とかいろんな方には、ちょっと不便なところがあるんじゃないかとい

うことで、両方並行して出したらどうかという意見もあったと思いますけれども、残ったも

のもまた９月から販売するんですけれども、そんな中で、欲しい人が何人か私の周り近所に

もいるんですけれども、じゃ、どこへ行けばいいですかと、市役所へ行ってくださいという

ことを、支所でも行ってくださいということを言うんですけれども、なかなかもっといい方

法はないかというような高齢者の話を聞くんですけれども、そうは言っても、今後は、だん

だんこういう流れでもって、そういう時代になっていくということは予測されるんですけれ

ども、急にこういうことがなった反省点とか、そういったことは当局側は感じていますか。 

  そこのところだけ聞きたいです。お願いします。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） 今回、特に高齢の方からは、購入方法とか難しいとお声をい

ただいておりますので、これを機会に検証いたしまして、また今後、こういった交付金等の

事業で、こういった商品券事業とかやる場合については、また今後の参考としていきたいと

いうふうに考えております。 

○委員長（金丸幸司君） よろしいですか。 

○委員（藤原正夫君） 分かりました。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

  内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 今の関連することだと思うんだけれども、要するにデジタル化という

ことなんだけれども、それについて、やった経過というのが市のデジタル化ということと、

それから、あとは市民に対する行き届き方という部分が、ちょっと足りなかったかなという

ことは、今、課長が言われたように反省点だと思うんだけれども、これは実際、ＰａｙＰａ

ｙでやって、受け入れ側ですよね、買ってもらう側のほうの受入れ体制というのは、どの程

度できていたのかなという、そこが一番問題かなと。 
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  要するに、地域の皆さんが気軽に行って使えるという状態じゃなくて、かなり利用する場

所が限られたんじゃないかなと思うんだけれども、その辺のところの、これを導入するに当

たって事前の準備状況、それについてはどういうふうに捉えている。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） 今回、店舗のほうになりますけれども、店舗の都合で、例え

ば、たばことかにつきましても、デジタル商品券が使えないというようなことになっていま

して、それで店舗のほうから今回は見送るというようなお話も伺っております。 

  また、これを機会に、電子決済のほうを進めていきたいというようなお話もいただいてお

りますので、今回はなかなか店舗の都合でお断りするという面もありましたけれども、若干

ですけれども、新たに電子決済を始めるというところもあったということは聞いております。 

○委員長（金丸幸司君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） それで、電子決済を導入するに当たって、決済する側の費用負担とい

うか、そういうものというのは、どのぐらいあるということですか。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） 今回、ＰａｙＰａｙなんですけれども、新しく導入する場合

はお店側の負担はゼロです。ただし、購入した場合は手数料ということで1.98％、約２％、

手数料は取られますけれども、購入の初期費用についてはゼロ円になっています。 

○委員（内藤久歳君） 初期費用はなしということね。 

○委員長（金丸幸司君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） それで、今、２％の手数料を払うという、その払い方というのはどん

な流れで払うの。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） こちらは月締めでＰａｙＰａｙのほうからお店のほうへ請求

が来るような流れになっております。 

○委員（内藤久歳君） なるほどね。分かりました。 

○委員長（金丸幸司君） よろしいですか。そのほか。 

  小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 再募集するということですので、再募集３万9,500口を再購入できる

ということですね、１回買った人も。答えをお願いします。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 
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○産業創造課長（髙須秀樹君） こちらについては１回買われた方も、２次募集については、

また同じように購入することができます。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 新たに９月１日から９月30日までが申込期間ということで、これも

やっぱり抽せん会を10月１日に行うということですね。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） そのとおりでございます。口数を超えた場合につきましては

抽せん、超えなかった場合は抽せんなしで販売をいたします。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 今、内藤委員からも言われたように、たばこの販売が駄目ということ

で、今回、コンビニが使えないような状態になっていましたので、それが理由でコンビニが

使えないということでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） おっしゃるとおりで、コンビニエンスストアにつきましては、

たばこの販売のときにデジタル商品券というものが少しネックになるということで、今回は

見送るということになりました。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） コンビニ各社全部が拒否されたということですね。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） 大手のコンビニエンスストアからは拒否というか、見送りと

いうようなことでいただいております。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 拒否というのはちょっと言い方が悪かったです。すみません。 

  今度、新たな購入について説明会は、この庁舎で説明会をしたりやりましたよね、何回か。

それは行わないんでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） 今回につきましては、説明会はＰａｙＰａｙ側から説明員を

竜王庁舎に派遣をしていただきまして、日数はずっと１か月間ではやれないですけれども、

対応できるような体制を取りたいと思っております。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 
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○委員（小澤重則君） 再度説明会をするということでよろしいですか。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） お問合せに対してその場で説明をするという体制を取りたい

と思っております。 

○委員長（金丸幸司君） よろしいですか。 

  小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 購入を申し込んだけれども、ちょっと購入ができなかったということ

で、そんな苦情が寄せられているということがちょっと書いてありますが、それはどのくら

いあるんでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） お電話でいただいた、あるいは窓口でいただいた範囲ですけ

れども、確実な数は分かりませんが数十件、どうしても申込みの途中で完了したと思い込ん

でしまってできなかったという事案がありまして、数十件ぐらいはあるんじゃないかと思っ

ております。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 今度、２次募集しまして３万9,500口、これが売れなかった場合、残

った場合、今度はどんな措置になるんでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） 売れ残った場合は、それはそのままにということで、一応、

交付金を頂いている関係で、交付金の分だけは、どうにか販売をしたいと思っていますけれ

ども、今回、売れ残った場合はそのままでということになります。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 交付金の分だけは販売したいというのはどういう意味でしょう。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） すみません、申し訳ございません。 

  国から約１億2,000万円の交付金を頂いておりますけれども、その分を超えるぐらいにつ

いては販売をしたいと考えておりまして、若干は余ることも想定はしておりますけれども、

10万口は全ていかなくても、今回、２次販売で販売を終了したいというふうに思っており

ます。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 
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○委員（小澤重則君） もし余った場合にはどんな措置になるんでしょうか、１億2,000万円

が。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） 特にこれにつきましては、交付金を下回った場合は、また変

更等をいたしまして、その分を頂くというような流れになってくると思います。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 国にお返しをするという形になるんでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） そのとおりでございます。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） 私たちも補正予算に賛成して、これにも同意した人間でございますの

で、あまりいろいろ言いたくはないんですが、もうちょっと練っていただきたい、善処策が

もうちょっとあればなと期待していたんですが、部長、どんなふうに考えておりますか。 

○委員長（金丸幸司君） 中込環境産業部長。 

○環境産業部長（中込広人君） 今回、初めてデジタル商品券のほうの対応をさせていただき

ました。市民の方からも、ご高齢の方からお叱りの言葉もたくさんいただきました。 

  ただ、デジタル化はどうしても進めなきゃならない、将来的にですね、ものでございます

し、また、ご高齢の方でも、これを機会にスマートフォンに替えたとか、アプリを入れた、

ＰａｙＰａｙをやり始めたという方もいらっしゃると思いますので、私どもとしましてはデ

ジタル化を進める、そして地域経済を活性化させるということで、今後も取り組んでまいり

たいと考えております。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤委員。 

○委員（小澤重則君） いろいろ言ってすみません。ありがとうございました。よく分かりま

した。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

  口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） ２点質問させてください。基本的なんですけれども。 

  先ほどからＰａｙＰａｙという名前が出たり、手数料が２％ということで、今、話がなっ

ているんですけれども、ＰａｙＰａｙのほうに委託が行っていると思うんですよね。その委

託料というのはどのぐらいかかっているんですか。 
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○委員長（金丸幸司君） 藤田産業創造係長。 

○産業創造係長（藤田 充君） お答えいたします。 

  ＰａｙＰａｙのほうには、今回、システムを使わせていただいたりとか、いろいろ事務委

託費ということで、約3,000万円の金額を契約しております。 

○委員長（金丸幸司君） 口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） もう１点、これは第１回目のときに質問があったかと思うんですけれ

ども、基本的なんですけれども、なるべく市民の皆様にはデジタルで、これからはなるべく

デジタルの時代と。１回覚えてもらえれば、逆に買いやすいというようなことを私は言われ

たこともあるんです。それで、今、基本ですけれども、紙とデジタルでやるとどのぐらいの

差があるんでしょうか、手数料とかそういうの。 

○委員長（金丸幸司君） 藤田係長。 

○産業創造係長（藤田 充君） お答えいたします。 

  参考値になるんですけれども、前回、第４弾の商品券事業をやったときは、やはり商品券

の印刷代等が入りますので、事業費として約4,000万円を超える金額が事務費としてかかり

ました。今回、デジタルということで、先ほどの3,000万円なので、約1,000万円を超える

ぐらいの金額は一応削減できていると。 

  あとはメリットとしては、回収した商品券、そういったものが出ないというところは、そ

ういった意味では、少し環境負荷にもつながるのかなというふうに考えております。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） 口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） 先ほど説明がありましたように、1,000万円ぐらいの差額が出るとい

うことで、税金ですから、全てね。なるべくデジタルに進んでいただきたいなと要望で、以

上です。終わります。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

  安倍委員。 

○委員（安倍健治君） このデジタル商品券なんですけれども、当初の目標と今どのくらい差

があるというか、何％ぐらいなんですか。当初の売上げの目標と今の時点では、どのくらい

差があるんですか。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） 今回初めてということでしたので、どれぐらい売れるかとい
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うことはなかなか難しかったですけれども、販売した当初、ＰａｙＰａｙ側の方とも話をし

ていく中で、大体よそのことも含めますと、６万口いくかいかないかぐらいだろうかなとい

うような話は伺っておりました。 

○委員長（金丸幸司君） 安倍委員。 

○委員（安倍健治君） ということは大体予想どおりみたい、今の段階ではということですね。 

○委員長（金丸幸司君） 髙須課長。 

○産業創造課長（髙須秀樹君） そのとおりでございます。 

  一応、２次販売ということも最初に考えておりました。 

○委員長（金丸幸司君） 安倍委員。 

○委員（安倍健治君） あと、このポイントというのは、甲斐市だけで使えるポイントという

ことですよね。 

  それで１口6,500円とかですよね。例えば、市民の方が6,500円分を買って、使い切らな

かった分というのはどこに戻されるというか、ＰａｙＰａｙ側なのか、それとも先ほど言っ

ていた国のあれに戻るのか、どこに戻る感じなんでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 藤田係長。 

○産業創造係長（藤田 充君） お答えいたします。 

  今回、商品券として購入されたものにつきましては、例えば１口買った場合、5,000円で

6,500円のプレミアムがつくと。残った部分につきましては、購入の5,000円のところ、こ

ちらはＰａｙＰａｙ、いわゆるＰａｙＰａｙの中で品物を買ったという扱いになるので、購

入された方は失効してしまうんですけれども、品物を買ったということで、5,000円の部分

はＰａｙＰａｙに入ってしまいます。プレミアム分については、市のほうに返還という形に

なります。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

  よろしいですか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（金丸幸司君） なければ、委員の質疑を終了いたします。 

  以上で、甲斐市プレミアム付デジタル商品券の２次販売についてを終了いたします。 

  ここで暫時休憩し、職員の入替えを行います。 
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休憩 午前１０時２０分 

 

再開 午前１０時２２分 

 

○委員長（金丸幸司君） 会議を再開いたします。 

  次に、（２）広域連携による市町村事務の共同実施モデル構築事業の進捗についてを行い

ます。 

  担当より説明をお願いいたします。 

  保坂建設課長。 

○建設課長（保坂俊和君） 大変お疲れさまでございます。 

  建設課から、広域連携による市町村事務の共同実施モデル構築事業の進捗について、ご説

明させていただきます。 

  委員会資料の４ページをお願いいたします。 

  １、事業の目的につきましては、甲斐市をはじめ、地方自治体において、職員定数の制約

による職員負担の増加や人口減少等により財政運営などが厳しくなる中で、社会インフラの

老朽化による道路のひび割れ、陥没等の損傷について、市全域での効率的な点検プロセス等

を構築することが求められております。 

  この仕組みを単独自治体で構築、運用することは、人的及び財政的な観点から困難である

ことを踏まえ、同様の状況に悩む隣接市町村と連携し、複数自治体で共同運営する枠組みを

模索すること、また、より効果的に進めるため、ＡＩやＧＩＳ等を駆使したデータベース等

の構築による行政ＤＸを併せて実施することを目的に本事業に取り組むこととします。 

  ２、事業の経緯につきましては、本事業については、令和７年１月22日に応募した広域

連携による市町村事務の共同実施モデル構築事業が、令和７年２月28日に採択決定を受け

たことにより、令和７年４月１日に総務省との委託契約を締結したものであります。 

  なお、共同実施モデル構築事業であることから、甲斐市を事業責任者とし、韮崎市との共

同運営、山梨県をアドバイザーとし、ＮＴＴ東日本グループの連携・支援を事業の推進体制

としているところであります。 

  ３、事業の概要につきましては、インフラ管理を起点としたデジタル行政への展開を目指

し、次のように取り組むこととします。 

  ①様々な社会インフラの点検業務のＤＸ。 
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  甲斐市及び韮崎市のエリアにおいて、一般国道や県道との接続性が高く、大型車両の混入

率が高いと想定される市道路線を対象に、ドライブレコーダーから得られる画像データを活

用し、ＡＩ解析することで、舗装のひび割れ状況を効率的に把握すること。 

  ②インフラメンテナンスの住民ニーズの把握。 

  窓口、電話、メール、不具合等通報システム、道路緊急ダイアル（♯9910）などから得

られた住民通報情報について、現場対応のための情報とし管理するだけでなく、これらを住

民ニーズとしてデータ蓄積し、デジタル管理システムを導入すること。 

  ③持続可能なインフラメンテナンスに向けたデータ利活用。 

  予防保全型への移行や、公共施設管理計画・個別施設計画への反映に向けて、①及び②で

収集したデータをＧＩＳ上で可視化し、舗装の劣化状況と住民ニーズを対比し、分析するた

めのシステムを導入すること。 

  ４といたしまして、事業の進捗状況につきましては、甲斐市パトロール車両にドライブレ

コーダーを搭載しての路面データ取得完了となっております。 

  今後の予定につきましては、８月に甲斐市民バス、山梨交通バス、韮崎市民バスにドライ

ブレコーダーを順次搭載し、路面データ取得を行い、併せてＮＴＴ東日本車両による甲斐市、

韮崎市内の路面データ取得を行います。 

  12月にデータ取得後、舗装のひび割れ等を画像認識ＡＩによる解析を実施し、２月に解

析結果を基にシステム導入に向け、実証データ蓄積、効果検証を行い、３月に効果検証結果

の最終報告を経て、常任委員会へ報告することとなっております。 

  以上が、広域連携による市町村事務の共同実施モデル構築事業の進捗についての説明とな

ります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（金丸幸司君） 説明が終わりました。 

  これより質疑に入ります。 

  質疑ございますか。 

  山坂委員。 

○委員（山坂賢太君） こちらの計画については、甲斐市と韮崎市のみということでして、ア

ドバイザーは県ということなんですけれども、今後においては、そのほかの近隣市町村との

連携というのは考えていられますか。 

○委員長（金丸幸司君） 櫻田建設総務係長。 

○建設総務係長（櫻田隆樹君） お答えします。 
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  現在、ご説明のとおり、甲斐市、韮崎市、山梨県のアドバイザーの中で事業のほうを進め

ておりますが、この効果を実証した結果に基づきまして、近隣市町村へも投げかけを行い、

賛同していただけるようなことが検討されれば、甲府ですとか、甲斐市が接している市町村

から、まず、お声がけをする計画も検討しております。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

  内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 具体的に韮崎と連携してやるというんだけれども、この目的というの

は、広域という部分もあると思うけれども、例えば、舗装の部分が破損しているとか、そう

いう部分というのは、ドライブレコーダーのデータから全部集めて管理するというんだけれ

ども、それに基づいて、韮崎市は韮崎市のことでやる、甲斐市の部分については甲斐市でや

るという、その辺のところはそういう認識でいいということ。 

○委員長（金丸幸司君） 櫻田係長。 

○建設総務係長（櫻田隆樹君） お答えします。 

  まず、共同で実施するメリットとしましては、広い範囲を一体的に検証するということで、

先ほど説明にもありましたように、職員定数の負担軽減、それぞれが現地へ行って調査をす

る、また事後保全、破損等が発生したことを通報を受けてから直しに行く、そういった部分

が事前にＡＩ等を使って検証しておくことによって、そういった負担も軽減ができるという

ことを想定をして、広域というふうな形にさせていただいております。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） 要するにこの事業に基づいて、甲斐市の中の道路の管理というものに

ついては、あくまでも甲斐市がやると。いわゆる広域的にやりながらも、韮崎と甲斐市につ

いては、それぞれの市がやるという前提ということだよね。そこがそれでいい。 

○委員長（金丸幸司君） 保坂課長。 

○建設課長（保坂俊和君） そのとおりでございます。 

○委員長（金丸幸司君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） それで県が関わったというのは、どういう県との連携というか、もち

ろん韮崎と県道があるから、そういう意味で県が関わっているということなのかな。そうす

ると、県と市の関連というのはどんな形でつながりを持っていくということ。 
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○委員長（金丸幸司君） 櫻田係長。 

○建設総務係長（櫻田隆樹君） お答えします。 

  今、おっしゃったとおり、県はまず、県道を多く管理をしております。韮崎から甲斐市に

入ってくる道路につきましても、やはり県道が一番多いと。生命線になっておりますので、

県がそういったフィールドをまず提供していただく。山梨交通バスが通っておりますので、

そういったフィールド提供からアドバイザーという形で、この中に組み込ませていただいた

ということになります。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） 内藤委員。 

○委員（内藤久歳君） それで、当然、こういう事業をするには、事業費用というのは発生す

ると思うけれども、その事業費用の負担というか、そういうものはどんな形になっているの。 

○委員長（金丸幸司君） 櫻田係長。 

○建設総務係長（櫻田隆樹君） お答えします。 

  事業費用につきましては、2,959万円になりまして、この10割、100％が国からの補助金

という形になっております。 

  以上です。 

○委員（内藤久歳君） 了解です。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

  山坂委員。 

○委員（山坂賢太君） すみません、先ほどの件で申し訳ないんですけれども、これは県央ネ

ットやまなしとか、やまなし県央連携中枢都市圏とは、また違った取組という形でよろしい

んでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 保坂課長。 

○建設課長（保坂俊和君） その関係とは、全然、全く、関係はございません。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（金丸幸司君） なければ、委員の質疑を終了いたします。 

  以上で、広域連携による市町村事務の共同実施モデル構築事業の進捗についてを終わりま

す。 

  ここで暫時休憩し、職員の入替えを行います。 
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休憩 午前１０時３３分 

 

再開 午前１０時３４分 

 

○委員長（金丸幸司君） 会議を再開いたします。 

  次に、（３）ＡＩオンデマンド交通「かいのり」実証運行についてを行います。 

  担当より説明をお願いいたします。 

  久保都市計画課長。 

○都市計画課長（久保欽一君） お疲れさまでございます。 

  都市計画課からは２点ご説明をいたします。 

  まず、初めに、ＡＩオンデマンド交通「かいのり」実証運行について、ご説明させていた

だきます。 

  委員会資料は６ページとなります。 

  初めに、１の事業概要でございます。 

  高齢者等の移動手段の確保を図るため、公共交通の空白地帯に市民バスを運行しておりま

すが、住民の利便性向上にはつながっていない状況であり、利用率が低迷している路線が存

在しております。 

  令和６年度末に策定いたしました甲斐市地域公共交通計画に基づきまして、利便性と効率

性のバランスの取れた持続可能な公共交通を再構築するため、令和７年度におきましても、

国の補助金を活用し、これまでの実証運行をベースに、市民バス再編を見据えたＡＩオンデ

マンド交通と既存の定時定路線の総合交通施策の実証に取り組んでまいります。 

  次に、２の実証運行の内容でありますが、（１）事業主体は甲斐市地域公共交通会議、

（２）運行期間は、本年10月１日から来年の１月10日までとし、昨年は毎日運行をしまし

たが、今年は日曜日・祝日・年末年始は運休といたします。 

  （３）運行時間は朝７時から19時までとし、昨年の実証運行より１時間短縮をいたしま

す。 

  （４）利用料金は昨年と同様、表中の中の金額としまして、障がいのある方、運転免許証

自主返納者は半額といたします。なお、キャッシュレス決済には対応する予定でございます

が、昨年実施した割引は行わない予定であります。 
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  ７ページをお願いします。 

  （５）運行エリア及び移動のルールでありますが、運行エリアは昨年同様、市内全域とし、

旧町３エリアに分類をいたします。他のエリアに行く場合は、モビリティハブを経由した乗

り継ぎが発生します。モビリティハブにつきましては、表の中の３か所となります。 

  ８ページをお願いいたします。 

  （６）停留所の設置ですが、昨年同様、地域内の公民館やゴミステーション、市民バスの

停留所のほか、協賛事業所に設置をいたします。 

  （７）利用方法でありますが、まず、インターネットの場合、ステップ１、初回会員登録

として専用サイトにアクセスして、必要事項を入力いただくと、ステップ２として会員番号

が発行され、登録完了メールが届くのでパスワードを設定していただきます。 

  ステップ３は乗車予約ですが、専用サイトにアクセスし、会員番号、パスワード、希望時

間等を入力いたします。 

  次に、電話等でありますが、ステップ１の会員登録は、市役所や公民館などの公共施設に

設置した会員登録申込書に必要事項を記載し、申込書とセットで設置する予定であります料

金後納郵便の封筒にて郵送をしていただきます。なお、昨年の実証運行に申請書で登録した

方には、申請書と封筒のセットを郵送しまして、登録を促すことを予定しております。 

  ステップ２は、郵便が市役所に到着し、システムに入力する期間でありますが、郵送期間

や土日を挟むことも考慮し、２週間程度と記載をしましたが、ここら辺は10日程度に短縮

するよう検討をしております。 

  ステップ３として、会員登録処理期間が終了した方は、コールセンターに電話にて乗車予

約をしていただきます。今回は会員証を発行いたしませんので、名前で予約をしていただく

ことを考えております。 

  表の下の米印ですが、コールセンターの受付時間は、平日の９時から17時を予定してお

り、昨年より短縮して実施をいたします。 

  次に（８）運行車両ですが、以下の４台で運行する予定であります。昨年は５台で運行い

たしましたが、乗合率が1.15％と低かったため、１台減らして運行をいたします。 

  ９ページをお願いします。 

  ３のスポンサーの募集でありますが、今回も新たな収益の創出として、スーパーや医療機

関など協賛いただける事業者の募集を始めております。 

  次に、４、甲斐市民バスの運休についてでありますが、平成24年に甲斐市地域公共交通
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活性化協議会にて、運行継続基準、医大線については１便当たりの乗車人数が５人、医大線

以外は１便当たりの乗車人数が３人を、２年連続１人以上下回る路線は、見直し対象といた

しました。その基準を下回る結果となっている路線の再編を検討するため、今回のＡＩオン

デマンド実証期間中に下記の路線の市民バスを運休し、ＡＩオンデマンド交通の利用状況を

検証させていただきます。 

  運休予定の路線につきましては、敷島北部線の３路線と双葉北部線であります。この４路

線のうち、運行継続基準を下回っている路線は、敷島北部線の清川敷島仲町方面と、双葉北

部線であります。 

  次に、５の事業スケジュールでありますが、７月中旬から「かいのり」等の道路運送法に

係る申請を関東運輸支局に申請中であります。９月の広報紙で「かいのり」実証運行の周知

を行い、会員登録を開始いたします。９月24日からは、乗車予約に係る予約サイトとコー

ルセンターを開設し、停留所マップの全戸配布を行います。10月１日から実証運行を開始

し、来年１月10日まで実施をいたします。 

  以上で、ＡＩオンデマンド交通「かいのり」実証運行についての説明を終わります。 

  ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

○委員長（金丸幸司君） 説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

  質疑ございますか。 

  松井委員。 

○委員（松井 豊君） ９ページの真ん中、甲斐市民バスの運休ですが、今、最新の運行状況

をちょっと教えてください。 

○委員長（金丸幸司君） 久保課長。 

○都市計画課長（久保欽一君） 運行状況ということでございますので、今、どのように便が

走っているかということを説明をさせていただきます。 

  まず、医大線でございますが、月曜日から金曜日まで１日14便運行しております。 

  次に、竜王双葉線というものがございますが、これは水曜日と日曜日、１日４便運行して

おります。 

  敷島双葉線というものが火曜日と土曜日、１日８便、それから敷島北部線、これは月曜日、

火曜日、木曜日、金曜日で１日４便、それから、敷島北部の敷島仲町行きというものが月曜

日から金曜日まで１日１便、双葉北部線は月曜日と土曜日で１日４便運行しております。 
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  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） 松井委員。 

○委員（松井 豊君） その辺は大体は承知しているんですが、今、そこにあります乗車人員

が５人とか３人とか割ってちょっと危ないというか、路線はあるんでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 久保課長。 

○都市計画課長（久保欽一君） 先ほども申し上げましたが、敷島北部線のうち、清川敷島仲

町方面というものが毎日、月曜日から金曜日、１日１便だけ、朝、運行しているんですが、

これが去年でありますと１便当たり0.36人、0.というところがずっと続いております。５

年、６年以上続いております。 

  それから双葉北部線については、昨年は１便当たり0.99人、この２人を下回るというこ

とは、1.幾つということになりますので、これが５年連続となっています。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

  口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） 説明によると、利用率が低迷している路線が多々あるということで、

19歳以上、６歳から18歳、65歳以上とかとあるんですけれども、その辺の細かいんですけ

れども、どのくらいの、65歳からほとんど90歳ぐらいの人が多いんじゃないかと私は思っ

ているんですけれども、その％というのは出ていれば教えてほしいんですけれども。 

○委員長（金丸幸司君） 窪田まちづくり推進係長。 

○まちづくり推進係長（窪田友昭君） お答えをさせていただきます。 

  昨年の実利用人数、会員登録をされた中で実際に使われた方の人数になりますけれども、

20代が15名、30代が21名、40代が32名、50代が38名、60代が19名、70代が54名、80代以降

が47名というような昨年のＡＩの実績となっております。 

○委員長（金丸幸司君） 口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） ほとんど高齢者と通勤者が多いということが分かりましたけれども、

先ほど言ったように、1.15％以下のところは１台減らしたと。５台を４台にしたというこ

とですか。６台を５台にしたのかな。１台を減らすとどのくらいの経費の節減になるんです

かね。 

○委員長（金丸幸司君） 久保課長。 

○都市計画課長（久保欽一君） まず、１便当たりの乗合というのは、現在の市民バスのこと
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で、ＡＩオンデマンド交通の昨年の実証運行は５台でやりましたが、今回は４台でやるとい

うことです。これは１台減らせばそれだけ経費が節減できる。できるだけ持続可能なことを

やっていきたいということで、今回は１台減らしてやると。 

  なぜ１台減らすかというと、先ほども説明いたしましたとおり、乗合率というのが昨年５

台使ったら1.15％だったということで、ほぼタクシー状態だったということがございます。

このＡＩオンデマンド交通「かいのり」は乗合のバスということでございますので、やはり

乗合率も上げて、少し不便性、そこをどれだけ享受していただけるのかというところも、図

っていかなければならない。 

  先ほど、お問合せございました１台当たりというところですが、昨年の実績から考えます

と、１台当たりは年間で2,000万円くらい、ただ、これも今年度またやってみて、また変わ

ってくることもございますので、昨年の実績から2,000万円だったということです。 

○委員長（金丸幸司君） よろしいですか。 

○委員（ 口孝之君） 以上です。いいです。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（金丸幸司君） なければ、委員の質疑を終了いたします。 

  以上で、ＡＩオンデマンド交通「かいのり」実証運行についてを終わります。 

  次に、（４）甲斐市都市公園条例等の一部改正についてを行います。 

  担当より説明をお願いいたします。 

  久保都市計画課長。 

○都市計画課長（久保欽一君） 続きまして、甲斐市都市公園条例等の一部改正について、ご

説明させていただきます。 

  委員会資料は10ページでございます。 

  初めに、１の経緯でございます。 

  山梨県緑化センター跡地に整備を進めている（仮称）篠原地区公園については、当初より

公民連携による運営管理手法の検討を行っており、現在は指定管理者制度を導入することで、

子ども体験学習施設との一体的な運営管理、イベント開催などによる、にぎわいを生み出す

公園としていく方針で検討を進めております。 

  また、「緑と活力あふれる生活快適都市」の実現を目指す中で、本市には現在、18の都

市公園が存在し、運動やレクリエーションの機会の提供、自然環境の維持・改善、防災機能
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の確保といった面から、市民生活の質の向上に幅広く寄与している一方、公園機能を適切に

維持するための費用は年々肥大化しており、市の財政の大きな負担となっております。 

  これらを踏まえ、令和７年３月、公園の維持管理・運営に係る公民連携による事業手法を

検討し、市民、行政、事業者それぞれが主体的に参画、連携できる仕組みづくりを構築する

ため、甲斐市パークマネジメントプランを策定し、市としての方向性を定めたところであり

ます。 

  ついては、（仮称）篠原地区公園及び市内都市公園を効率的・効果的に管理運営していく

に当たり、甲斐市都市公園条例等の見直しを行うことで、これらの内容を反映していく必要

がございます。 

  次に、２の見直しの主な内容でありますが、１つ目は、（仮称）篠原地区公園の指定管理

について条例に規定し、民間活力を利用した効率的・効果的な管理運営を可能とする改正を

行います。 

  ２つ目として、設置管理許可、制限行為許可、占用許可に係る使用料等について、別紙の

とおり見直し、市内全ての都市公園で統一した使用料等を徴収することで、公園利用上の調

整を図るとともに、維持管理費の財源としていく改正を行います。 

  使用料徴収に係る見直し案については、11ページをお願いいたします。 

  基本的には現在、中下条公園と敷島総合公園のみに規定されているものを、金額を見直す

とともに市内全ての都市公園に対象を広げることを考えております。金額については、山梨

県や県内の公園使用料を規定している市を参考に検討をいたします。 

  まず、①設置管理許可に係る使用料の徴収であります。 

  これは、（仮称）篠原地区公園内に整備するカフェ等を想定した多目的棟、また、他の公

園でのＰＦＩによる飲食施設等の設置を見据え、その施設を管理運営（営業）することに対

する許可料であります。 

  例えば、民間事業者が公園内に飲食店や売店などを建設したい場合や、既に公園内にある

建物を活用して飲食店、売店を営業するなど、使用料を徴収することになりますが、現在、

本市の都市公園条例には規定がございませんので、使用料を徴収できるよう改正し、都市公

園における民間収益施設の導入について、積極的に検討してまいります。 

  次に、②の占用許可であります。 

  この規定は公園の占用に係る使用料で、区分が２つございまして、上段は、公園内で行わ

れる催しのために設ける仮設工作物に対し占用料を徴収する規定で、イベント時に設置する
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ステージなどを想定しております。 

  下段はその他のものといたしまして、電柱、電線などの長期間にわたり設置するものを想

定した区分でございます。 

  この規定につきましては、旧敷島町が中下条公園と敷島総合公園に規定したものが、その

まま条例に引き継がれておりましたが、今回の改正により全都市公園への適用と金額の見直

しを行います。 

  次に、③制限行為許可であります。 

  この規定は、公園内でされるイベント開催やキッチンカー販売などで公園を使用する際に

徴収するもので、最も活用が見込まれるものです。 

  行為については、物品の販売からはじまりまして、興行や競技会などの種類に応じて使用

料を定めておりますが、こちらも旧敷島町の規定のままであるため、金額を見直すとともに、

一番下の欄でございますが、整備中の篠原地区公園内に整備するキッチンカースペースの使

用料も定めてまいります。 

  資料を戻っていただきまして10ページをお願いいたします。 

  次に、３の事業スケジュールでありますが、９月定例会に条例改正案を提出し、周知期間

を経て、令和８年４月１日より使用料に係る部分の改正条例を施行することを考えておりま

す。 

  また、指定管理に係る部分の改正条例の施行期日に関しましては、（仮称）篠原地区公園

の供用開始からとなりますので、ここでは令和９年３月と仮に記載させていただきましたが、

今後、オープン日が決定次第、条例施行日を定める規則を制定させていただきます。 

  以上で、甲斐市都市公園条例等の一部改正についての説明を終わります。 

  ご審議のほどよろしくお願いいたします。 

○委員長（金丸幸司君） 説明が終わりました。 

  これより質疑を行います。 

  質疑ございますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（金丸幸司君） なければ、委員の質疑を終了いたします。 

  以上で、甲斐市都市公園条例等の一部改正についてを終わります。 

  ここで暫時休憩し、職員の入替えを行います。 
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休憩 午前１０時５６分 

 

再開 午前１０時５７分 

 

○委員長（金丸幸司君） それでは、会議を再開いたします。 

  次に、（５）第３期甲斐市耐震改修促進計画の策定についてを行います。 

  担当より説明をお願いいたします。 

  輿石建築住宅課長。 

○建築住宅課長（輿石文明君） お疲れさまです。 

  資料の12ページをお願いいたします。 

  建築住宅課より、第３期甲斐市耐震改修促進計画の策定についてご説明いたします。 

  初めに、１の計画策定の経緯につきましては、本市では、建築物の耐震改修の促進に関す

る法律に基づき、平成21年７月に甲斐市耐震改修促進計画を策定し、市内の建築物の耐震

診断及び耐震改修を促進することにより、建築物の地震に対する安全性の向上を図り、今後

予想される地震災害に対して市民の生命、財産を守ることを目的として、建築物の耐震化促

進に努めているところでございますが、現計画の第２期計画につきまして、令和３年度から

７年度までの５年間を計画期間としており、今年度末で計画期間が終了いたします。 

  このため、次期山梨県耐震改修促進計画、甲斐市国土強靭化計画及び甲斐市地域防災計画

などの計画との整合を図り連携するため、令和８年度から令和12年度までを計画期間とす

る第３期の計画を新たに策定するものでございます。 

  続きまして、２の計画の内容につきましては、（１）計画の概要、（２）建築物の耐震診

断及び耐震改修の実施に関する目標、（３）建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るた

めの施策、（４）建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及、（５）

その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し、必要な事項を定めることとしておりま

す。 

  現行計画と同様の組立てでございます。なお、現行計画につきましては、タブレットに入

れてありますので、ご確認をお願いいたします。 

  最後に、３の策定スケジュールにつきましては、本日、まちづくり環境常任委員会の報告、

７月から11月で計画の素案を作成しまして、11月のまちづくり環境常任委員会で素案の説

明をさせていただき、後日、委員の皆様から意見や提言を書面で提出していただくものでご
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ざいます。その後、12月にパブリックコメントを実施いたしまして、年明け１月の常任委

員会でパブリックコメントの結果と委員の皆様からの意見や提言の回答をさせていただきま

す。その後、計画書の最終確認を行い、３月末に計画策定の完了、計画書の公表を行う予定

でございます。 

  説明は以上であります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（金丸幸司君） 説明が終わりました。 

  これより質疑に入ります。 

  質疑ございますか。 

  口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） 第２期から３期に移るということで、第３期甲斐市耐震改修促進計画

の策定ということになっているんですけれども、通常、計画書の策定というのは協議会など

の意見を聞き、策定すると思うんですけれども、この計画の策定体制、策定方法と言うんで

すかね、その辺をちょっと説明をお願いしたいと思います。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤建築開発係長。 

○建築開発係長（小澤俊和君） お答えいたします。 

  本市におきましては、耐震改修促進に関する協議会等は設置しておりませんので、本計画

の策定に当たりましては、関係課であります防災危機管理課、市民協働推進課、建設課、都

市計画課、税務課の職員によるワーキング会議等を開催いたしまして、素案を作成し、委員

の皆様からの意見、提言やパブリックコメントを実施し、策定を行う考えであります。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） 口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） よく分かりました。 

  そうすると協議会というのは、もし分かればでいいんですけれども、スケジュールも今、

ここに詳細が出ているんですけれども、何人ぐらいで協議会というのは進めていくんでしょ

うか。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤係長。 

○建築開発係長（小澤俊和君） 詳細の人数につきましては、今後検討しますけれども、ワー

キング会議という形で、関係課の担当職員に集まっていただき、策定する予定です。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） 口副委員長。 
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○委員（ 口孝之君） 先ほどのことは分かりました。 

  甲斐市は、木造住宅の耐震診断や改修費を助成しておりますが、木造以外のＲＣ、鉄筋コ

ンクリートの住宅などは、何で今のところ、説明を受けているのは、助成していないという

ことを知っているんですけれども、助成しないのかというのをちょっと説明をお願いしたい

と思うんですけれども。 

○委員長（金丸幸司君） 輿石課長。 

○建築住宅課長（輿石文明君） お答えいたします。 

  甲斐市におきましては、木造住宅の耐震診断と耐震改修の補助金を交付しております。こ

れにつきましては、山梨県の補助金の交付要綱に基づきまして、木造住宅を対象としており

ますけれども、昭和56年以前の住宅は木造住宅の割合が多く、ＲＣなどの非木造住宅と比

較をいたしますと、特に木造住宅は、筋交いや接合金物の不足などで倒壊の危険性が高いと

言われております。 

  また、阪神・淡路大震災におきましても、非木造住宅と比較しても、木造住宅が多く倒壊

したということで、県内では、木造住宅を対象としまして実施しているところでございます。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） 口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） ちょっと不平等なところがあるけれども、木造がほとんどですから承

知しました。 

  県の補助金というのは100％ですか。何％でしたか。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤係長。 

○建築開発係長（小澤俊和君） お答えいたします。 

  現在、市で行っている補助の幾つかメニューがございまして、それによりまして、国及び

県の負担割合も異なってまいります。 

  例えば、木造住宅の耐震改修工事につきましては、国が40％、残りの60％を県と市で２

分の１ずつという形になっております。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（金丸幸司君） なければ、委員の質疑を終了いたします。 

  以上で、第３期甲斐市耐震改修促進計画の策定についてを終わります。 
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  次に、（６）人口減少危機対策住宅取得支援事業についてを行います。 

  担当より説明をお願いいたします。 

  輿石建築住宅課長。 

○建築住宅課長（輿石文明君） 資料の13ページをお願いいたします。 

  引き続き、建築住宅課より人口減少危機対策住宅取得支援事業につきまして、ご説明いた

します。 

  初めに、１の経緯につきましては、山梨県は新たな人口減少対策として、理想の子供の数

が実現できる住環境の整備を図るため、子育て世帯の住宅取得等を支援する事業として、子

育て世帯住宅取得支援事業及びやまなしＫＡＩＴＥＫＩ住宅普及促進事業を令和７年度より

実施することとしております。 

  本市におきましても、県の取組に賛同し、当該事業を本年10月から実施するものとし、

子育て世帯住宅取得支援事業は子育て支援課、やまなしＫＡＩＴＥＫＩ住宅普及促進事業は、

脱炭素社会推進課で各補助金交付要綱を整備しまして、本事業が住宅の取得に係る補助事業

であるため、事業の実施については、建築住宅課が所管するものでございます。 

  なお、子育て支援課及び脱炭素社会推進課におきましては、今月、所管の常任委員会及び

特別委員会において、それぞれ説明をさせていただいております。 

  次に、２の事業内容につきましては、（１）子育て世帯住宅取得支援事業、アの内容は、

市内の新婚世帯及び子育て世帯を対象に、子育てに伴う新生活を経済的に支援すること及び

本市における少子化対策の推進を図り、理想の子供の数を実現できる住環境を整備するため、

自己の居住の用に供する住宅取得等に係る費用の一部を補助金として交付するものでござい

ます。 

  次に、イの補助対象者、次の全ての条件を満たす方ですけれども、①市内の物件所在地に

住所を有する者、②婚姻後５年以内の世帯、③18歳未満の子供を有する世帯、④夫婦とも

に婚姻日における年齢が39歳以下、⑤世帯所得500万円未満としております。 

  次に、ウの補助金額及び負担割合につきましては、①夫婦ともに婚姻日における年齢が

29歳以下の世帯につきましては、新築の住宅取得費用、引っ越し費用で補助金の上限額は

60万円、中古住宅の取得費用、リフォーム費用、引っ越し費用で補助金の上限額は90万円

としております。 

  次に、②ですけれども、①以外になりますが、夫婦ともに婚姻日における年齢が39歳以

下の世帯は、新築の場合で30万円、中古の住宅の場合で60万円の限度額としております。 
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  補助金の負担割合、財源内訳ですけれども、県が２分の１、市が２分の１となっておりま

す。 

  次に、エの事業期間につきましては、令和７年度から県補助事業終了までであります。 

  資料の14ページをお願いいたします。 

  （２）やまなしＫＡＩＴＥＫＩ住宅普及促進事業につきましては、アの内容、市内の子育

て世帯が理想の子供の数を実現できる住環境の整備を図るとともに、脱炭素社会の実現、地

域の防災力の向上及び地域の住宅産業の振興等を図るため、認定住宅を建築または取得する

ための費用の一部を補助金として交付するものでございます。 

  次に、イの補助対象者、次の全ての条件を満たすものでありますが、①市内の物件所在地

に住所を有する者、②やまなしＫＡＩＴＥＫＩ住宅指針に基づく認定住宅の建築または取得、

③県内事業者（県内に本店を置く工務店等）が施工となっております。 

  次に、ウの補助金額及び負担割合ですが、①の基準１、長期優良住宅は国の補助制度で対

応となります。この長期優良住宅は、長期にわたり、良好な状況で使用するために劣化対策、

耐震性、省エネルギー性などの措置が講じられた国の認定を受けた優良住宅でございます。 

  次に、②の基準２、ＫＡＩＴＥＫＩ住宅は補助金額が20万円で、要件は長期優良住宅で

断熱等級６以上、気密性能１平方メートル当たり１平方センチメートル以下となります。 

  次に、その下の子育て世帯等の上乗せは20万円で、要件は下の表に記載してありますが、

①の子育て世帯と②の若者夫婦世帯が対象となります。 

  次のリノベの上乗せ20万円の要件につきましては、中古住宅を改築で長期優良住宅とＫ

ＡＩＴＥＫＩ住宅の基準をクリアする物件が対象でございます。 

  次に、③の基準３、ＫＡＩＴＥＫＩ住宅ＺＥＲＯ上乗せ額20万円の要件につきましては、

基準２のＫＡＩＴＥＫＩ住宅で、新築住宅は一次エネルギー削減率35％以上、中古住宅は

一次エネルギー削減率100％の物件が対象となります。 

  ここまでの基準２と基準３の補助金の負担割合につきましては、県が２分の１、市が２分

の１でございます。 

  次に、④の基準４、ＫＡＩＴＥＫＩ住宅ＦＯＲＥＴの上乗せにつきましては、要件が基準

２のＫＡＩＴＥＫＩ住宅で、県産木材の使用量に応じて上乗せが変わってきます。５立方メ

ートル以上かつ30％以上の使用で20万円の上乗せ、7.5立方メートル以上かつ40％以上で30

万円の上乗せ、10立方メートル以上かつ50％以上で40万円の上乗せになります。 

  基準４の補助金の負担割合は、全額、県の負担でございます。 
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  次に、エの事業期間は、令和７年度から令和９年度までであります。 

  なお、最初に説明しました子育て世帯住宅取得支援事業とこのやまなしＫＡＩＴＥＫＩ住

宅普及促進事業の補助金は、要件を満たしていれば、両方の補助金の交付が受けられます。 

  最後に、３の今後の予定につきましては、９月の定例会で補正をさせていただきまして、

その後、県への補助金交付申請、10月から市民からの補助金の交付申請の受付を行いまし

て、補助金の交付となります。 

  説明は以上であります。よろしくお願いいたします。 

○委員長（金丸幸司君） 説明が終わりました。 

  これより質疑に入ります。 

  質疑等がありましたらお願いいたします。 

  藤原委員。 

○委員（藤原正夫君） ありがとうございます。 

  ちょっと今の説明の中で、初めの事業内容については子育て世帯のところと、今の２番目

にしているのは、山梨県のＫＡＩＴＥＫＩ住宅普及促進事業ということで、これが例えば、

子育て支援の方たちがこの中古住宅を買いました、35歳以下で上限になって、例えばリフ

ォーム代で90万円をもらいます、その方たちがまた、こっちのＫＡＩＴＥＫＩ住宅普及促

進事業のほうにも両方重複して申込みというのができるということか、取得することができ

るんですか。そこのところ、ちょっとお聞きしたいです。別々なのか。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤係長。 

○建築開発係長（小澤俊和君） 条件を満たせば、両方申請をすることが可能になります。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

  口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） 人口減少対策住宅取得ということで、ありがたい支援制度で、今、課

長から補助金額とか負担割合が事細かく、数字が教えてもらったんですけれども、私もちょ

っと、ぱっと分からないんですけれども、先ほどの話もあったように、子育て世帯住宅取得

支援制度とやまなしＫＡＩＴＥＫＩ住宅普及促進ということで、補助金が出るということで、

簡単に言うと、そのトータルの最高額というのはどう読んだんですかね。２つを頂いた最高

額を合算すると、幾らぐらいになるんでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤係長。 

○建築開発係長（小澤俊和君） お答えいたします。 
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  例えば、中古の住宅を取得してリフォームをした場合になんですが、両方の補助金を活用

しますと、市と県のほうで最大210万円、また、国の補助を受けることができますと、それ

に280万円加算されまして、最大490万円ということになります。条件が見合った場合はと

いうことになります。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） 口副委員長。 

○委員（ 口孝之君） 490万円という大変なお金を頂けるということで、いい制度じゃない

かなと私は思っています。 

  もう１点、簡単ですけれども、その補助金の中で29歳以下と39歳以下で上限を分けた、

もし理由が分かれば教えていただきたいですけれども。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤係長。 

○建築開発係長（小澤俊和君） お答えいたします。 

  20代の方と30代の収入を比較しますと、一般的には30代のほうが収入が高い傾向にある

ことから、29歳以下の方が限度額を高く設定していると県から説明を受けております。 

  以上です。 

○委員（ 口孝之君） 分かりました。いいです。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか。 

  松井委員。 

○委員（松井 豊君） 補助対象者への周知はどんなふうにされるんでしょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤係長。 

○建築開発係長（小澤俊和君） 本市におきましては、広報誌及びホームページ等を使って周

知をする予定です。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか。 

  松井委員。 

○委員（松井 豊君） なかなか、みんな全部目を通すわけじゃないから、例えば結婚した世

帯とか、そういう人たちに個別に送るというか、情報を提供するようなことはどうなんでし

ょうか。 

○委員長（金丸幸司君） 小澤係長。 

○建築開発係長（小澤俊和君） 戸籍の窓口等にパンフレットを置くなど対応を考えていきま
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す。 

  以上です。 

○委員長（金丸幸司君） そのほか質疑ございますか。 

〔発言する者なし〕 

○委員長（金丸幸司君） なければ、委員の質疑を終了いたします。 

  以上で、人口減少危機対策住宅取得支援事業についてを終わります。 

  引き続き、次第の４、その他に入ります。 

  委員より常任委員会関係でその他がありましたらお願いいたします。 

  ございますか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○委員長（金丸幸司君） なければ、事務局ありますか。 

〔「ありません」と呼ぶ者あり〕 

○委員長（金丸幸司君） それでは、以上でその他を終了いたします。 

  以上をもちまして、本日の日程は全て終了いたしました。 

  これをもちまして、まちづくり環境常任委員会を閉会といたします。 

  お疲れさまでした。 

 

閉会 午前１１時１９分 

 


